






















































































































































被逮捕者が拘束され おらず、かつ その が助手席に手が届く範囲内に る場合か、あるいは、逮捕された犯罪に関する証拠 自動車内で発見されると信ずることが合理的である場合に、自動車 を認めたのであった。
当裁判所は、携帯電話内のデータの捜索にロビンソン判決のルールを拡大することを拒否する。合衆国創設期か
らの明確な指針がない場合であっ も、当裁判所は、一般的に、個人のプライバシーの侵害 程度と正当な政府当局の利益を促進する必要性の程度を衡量することによって、それ 令状要求の例外に該当するかどう 決定してきたのである。利益衡量はロビンソン判決に ける逮捕に伴う捜索 例外の適用を支える。しかし、携帯電話内のデジタル情報の捜索はチャイメル判決 確認された政府当局の利益を促進しないし、それが行われることによって、短時間の身体 捜索よりも、より大きな個人のプライバシーに関する利益が実質的に侵害さ ることにな のである。
携帯電話内のデジタルデータは、それ自体を逮捕する捜査官に対する武器として用いたり、逃亡の道具として用

















異なるのである。 りわけ、現在の携帯電話はきわめて大き 記憶容量を有して る。携帯電話が普及す 前は、身体の捜索は物理的な物に限定され 一般的には、プライバシーに対する狭い範囲の侵害 とどまっ いたのである。しかし、携帯電話はテキスト 百万ページ 千枚の写真、百本のビデオを記憶することができる。こ ことは
二一八
プライバシーに影響をもつのである。第一に、携帯電話は一か所に多くの異なった情報を集めるところ、別々の情報よりもそれらを組み合わせた方がより多くの情報を明らかにする。第二に、携帯電話の能力は、ある種の情報をそれ以前に行けたところよりも っと遠くへ運ぶことができるのであ 三 データは数年間さかのぼることができる。さら 、普及している（
anelem
entofpervasiveness ）のは物理的な記録媒体ではなく、携帯
電話であ 。一〇年前の捜査官は時々日記のような非常に私的なものを発見したであろうが、今日では携帯電話を所有するアメリカ人青 の九〇パ セント以上 者 、彼らの生活のあらゆる場においてデジタル記録を身に付けたままでい である。
問題となっているプライバシーの利益の範囲は、多くの携帯電話においてみることのできるデータは実際には遠
く離れたサーバーに貯蔵されているという事実によって、さらに複雑なも となるのであ 。もっとも、逮捕に伴う捜索は、そのように遠く離れたサーバーに貯蔵 れているファイルにまでは及ば い。このことは当局側も認めているところである。
当局側の提案する代替案は、当裁判所が一般的に優先する、画一的なルールを通じて法執行機関に明確な指針を







である。しかし、情報は多岐にわたり、捜査官は常に前もってそれを見極められるわけではないから妥当ではない。最終的に、当局は、捜査官がデジタル化される前のものから同様の情報 獲得できたといえる場合には、携帯電話を捜索することができるというルールを提案する。しかし、この考えは、たとえ、実際には、人々がそのような種類の情報をデジタルではない形で持ち運ぶことがなかったと ても、 （その可能性があれば、 ）捜査機関 携帯電話に含まれる情報の広範囲の捜索を認めることになるし、裁判所に対し、どのデジタルファイルが物理的記録と同視できるのかということを決定するための困難な線引きをはじめさせること なるであろう。
本判決が犯罪を統制する捜査機関の能力に一定の影響を与えることは間違いない。しかし、当裁判所の判断は、



























者がアルコールの影響 下で運転していると信ずる相当な理由 有するときに 、緊急状況が必然的に生ずるのであると主張して画一的なルール（
aperserule ）を求める。たしかに、そのアルコールがなくなるまで血中アルコ
ール濃度は減少するが、当裁判所が緊急性に関す 慎重なケースバイケースの評価から離れるべきということ はならない。酒気帯び運転の捜査において、血液サンプルを入手する前に、捜査官らが捜索の有効性を著しく害すること く、合理的に令状を獲得 き 場合、修正四条は捜査官らにそうすること 命ず 。緊急状況は令 の獲得を非現実的なものとする 、画一的なルールから導かれるであろう「か オーバーな一般化（
overgeneraliza-
tion ） 」を受け入れることではなく、シュマーバー判決のように、その事案の事実に基づいてそれぞれの事案を判




はあり得ない程の先延ばしに直面したことを示す何らかの他の要素を認識していなかったことは明らかである。当該捜査官は、た え確実 （本件担当の）検察官になる者がいつでも請求に応じられるように待機していたとしても、また、たとえマジストレイトが忙 いと信ずる合理的な理由がなかったとしても、血液検査を行う前 捜索令状を獲得する努力を一切していなかったと供述 。同様 当該捜査官 、過去、何の困難も く、血液サンプルを採る前に捜索令状を獲 していたというこ を認め 当該捜査官は、法的に令状 獲得する必要がないと信じていたことのみを理由に、本件にお て令状の申請 ないという選択をしたと説明し 。この供述に基づいて、事実審は、緊急状況は存在しなかっ 結論付け、かつ、逮捕が真夜中 されたにも関わらず、検察官は容易に捜索令状の申請を行うことができ マジストレイトは容易 令状 発付をすることができたと明示した である。
本件において、州当局は画一的なルールを求めていることから、この具体的な事案において緊急状況が存在して








Florida v. Jardines, 133 S
.C
t. 1409 (2013). ）
ジャーディンズ判決の事件概要は以下のとおりである。被告人宅でマリファナが栽培されているという匿名の通報を受けた州警察および薬物取締局は、被告人宅を監視
するチームを組織した。ある日、監視チームの中の一人の捜査官が被告人宅を監視していたところ、ブラインドが下りていたために中を見ることはできなかったが、駐車場に自動車がなく、不在であることを確認した。そこで、当該捜査官は犬の調教を専門にしている調教官と薬物探知犬を伴って被告人宅に近づいた。調教官によって約一・八メートルの延長リ ドで繋がれ 薬物探知犬は正面ドア ところで座り、薬物の匂いが最も強く出ている場所を発見した。調教官は薬物探知犬 戻 、その情報を捜査官に伝え、現場を去った。そ 情報に基づいて、捜査官は被告人宅の捜索令状を請求し、それ 獲得した。その後、当該令状は執行され、その捜索によってマリファナの苗が差し押さえられ、それに基づいて被告人は薬物取引の罪で起訴された。
被告人は薬物探知犬の捜査が不合理な捜索であることを理由に、証拠の排除を申し立てた。事実審はこの申立を






































その電子装置を使用することにより、個人 具体的な行動が明らかにされ しまうことを理由に、そ 装置を使用
二二六

























































濃度は飲酒をやめた後すぐに減少し始める で、令状を獲得するま 捜査を先延ばしにすれば証拠 失われてしま
二二八

























的に認定する必要があることになる。にもかかわらず、本件法廷意見は、捜査官がマジストレイトが直ちに令状を発付できる状態にあったことを認識していたという事実を認定せずに緊急性を否定した。本件捜査官には緊急状況があろうがなかろうが令状を請求する意思がなかったためであるが、主観的要素 要求する意味が の法規逸脱の程度（法軽視の程度）を判断す ためであ とすれば当然のことであるといえよう。このような意図がある場合の方が逸脱の程度が高いからである。
最後に、ジャーディンズ判決について検討する。本件法廷意見の内容は上述のとおりであるが、これに対して、
アリート判事の反対意見は、ⓐ住居 居住者は当該住居内から発生する匂 に対しては合理的期待を有しないこと、ⓑ本件調教官らの行為は自宅の正面ドアへ近づくこと 認める被告人の黙示の承諾の範囲を超えていなかったこと等を理由に捜査機関 合憲であると主張した。
ⓐ
について、まず、法廷意見は、 「州当局の捜査官がある住居のポーチや庭において、何ら罰則を受けることな

















入」といえるかで判断し、それ 否定された場合に、二次的にそれがプライバシーの「合理的期待」を害するもであったかで判断するという 方法を採って るが、反対意見 逆に一次的な判断基準を「合理的期待」の有無においており、この点に違 があるといえる。 お、法廷意見も反対意見も 保護 程度 違いが行為の違憲性判断に影響を与えることを認めていない。わが国では、無令状で立ち入った場所のプライバシーの保護の程度 いに着目して、たと 、本件のよ に住居内 はなく庭に侵入した すぎない 合、その保護の程度が住居内に比して低いこ 理由に「 法の重大性」 否定することはあり得よう アメリカではオールオアナッシング（すなわち、違憲か合憲か。 ）なのであり、このようには考えないの あ 。
次にⓑを検討する前提として、アメリカでは無令状の捜索であっても当該住居の居住者の承諾があればその行為



































結論に差がでたのは、認定された事実のうちのいずれの事実を重視したかという点にあるのである。比較法的な観点からは、わ 国では居住者たる被告人の立ち入りの承諾 有無は「違法の重大性」を判断する一要素に過ぎないが、前述のとおり、アメリカでは承諾の有無が決定的な要素である。これは、アメリカでは権利侵害性の観点が重視されているこ 由来する である。
以上検討してきた結果をまとめた上で、最近のアメリカにおける排除法則の適用傾向を分析すると以下のように
なろう。すなわち、本稿の冒頭 示したとおり 最近、アメリカでは排除法則を適用し証拠排除した判例が増加傾向にあるが、それは事案の違いというよりもむしろ 事実的な背景 大きく影響してい と思われる。近年、アメリカのみ らず 世界中で科学技術 進展が目覚しい。従来であ ば得ることができなかった証拠を得 ことができようになったという意味で、 歩 捜査活動に大きく貢献していることは疑いな 。 かし、かかる事実は基本的には排除を肯定する方向に働く である。なぜなら、たとえば、令状獲得手続の電子化は令状が発付されるまでの時間を大幅に短縮し、その結果、無令状の捜索が認め れ 範囲を限定す になるし、また、科学技術の進展に りプライバシー侵害の範囲が拡大することになるからである。アメリカでは、このよう 事実的背景が存在す ため、最近証拠 した判例が増加したと考えられる 、この傾向がこのまま続く 即断す ことはできない。たとえば、今後犯罪が多発化してくれば 再び排除を否定す 判例が増えるとも考えられるからである。
なお、法律論としては、アメリカでもわが国と同様に、当該行為の違法性は法規逸脱性の観点（捜査官の主観的
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nited States v. P
ayner,447 U
.S. 727 
(1980). ）
に
お
い
て、
連
邦
最
高
裁
は、
捜
査
官
が「
被
告
人
は
申
立
適
格
を
有
し
な
い
た
め
訴
訟
を
提
起
す
る
こ
と
が
で
き
な
い
」
と
い
う
こ
と
を
認
識
し
た
上
で、
違
法
行
為
に
及
ん
だ
場
合
で
あ
っ
て
も、
そ
の
違
法
行
為
に
よ
っ
て
被
告
人
の
権
利
が
侵
害
さ
れ
な
か
っ
た
場
合
に
は排
除
は認
めら
れな
いと
判
示し
た。そ
して、
そ
のよ
う
にい
い
得る
理由
と
して、
「我
々の
修正
四条
に関
する
判断
は、当
事者
が
捜
査
機
関
の
違
法
な
企
み
の
被
害
者
で
は
な
い
場
合、
違
法
な
捜
索
を
抑
止
す
る
と
い
う
利
益
が、
汚
れ
た
証
拠
の
排
除
を
正
当
化
し
な
い
と
いうこ
とを明
らかに
確立し
てきた
のであ
る。
」とし、
権利侵
害性が
ない行
為は
そもそ
も抑
止する
必要が
ないか
らで
あると
し
た（
at 735. ）。
